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平成 26 年度公正取引委員会調達改善計画（要約版） 

 

平成 26 年３月 31 日 

公正取引委員会 

１．調達改善計画の目的 

  公正取引委員会は，ＰＤＣＡサイクルにより，透明性・外部性を確保しつ

つ，自律的かつ継続的に調達改善に取り組み，調達改善を推進する。 

 

２．調達の現状分析 

公正取引委員会が実施する財・サービスの調達は，ほとんどが庁費類である

ところ，平成 24 年度における調達額は約７億９千万円であり，もっとも規模

が大きいのは庁舎維持管理経費（約２億 6500 万円），次が情報システム化推進

経費（約１億 2300 万円）であるが，これらは改善の余地が少ない。 

したがって，平成 26 年度は，これらの経費を除く庁費類の分野における調

達について取組を実施する。 

 

３．重点的に取り組む調達 

  下記の調達への取組を次のように実施する。 

対象 取組内容 目標 

携帯電話の基本

料金及び通話料

金 

公正取引委員会が所有・使用する

携帯電話について，実態に即した料

金プランに変更する。 

１台当たり調達経費の

20％低減 

電話交換業務  応札参加条件を見直し，入札参加

業者の増加を図る。 

 調達経費の２％低減 

 

４．継続的な取組等 

  実施する内容は，次のとおりである。 

区分 対象 取組内容 

随意契約 事前審査の実

施 

随意契約審査委員会において，真にやむを得ないもの

かどうかの検証を行い，随意契約の見直し・縮減に努め

る。 

価格交渉の推

進 

契約内容を調整しながら見積を徴するなど工夫を行う

ことにより，価格交渉を実施する。 

総合評価落札

方式への移行 

企画競争による随意契約を行っている広報業務に係る

調達について，総合評価落札方式による入札を実施する。

一者応札 入札不参加者

に対するヒア

入札説明書等を取り寄せたが応札しなかった者から意

見を聴取し，分析することで次回以降の調達に活用する。
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リングの実施 

汎用的な

物品，役

務 

競争性の向上 競争性のない随意契約となっている調達について，競

争性のある契約への移行を進める。 

共同調達品目

の拡大 

法務省との共同調達を継続して実施し，新たに郵便切

手及び印紙について共同調達を実施するとともに，地方

事務所・支所においても，対象品目の拡大に努める。 

調達の効率化 本局での一括調達や年間契約による調達を推進する。

  

５．その他の取組 

  新たに調達手続を担当することとなった職員に対し，研修を実施する。 

 

６．実施状況の把握及び自己評価の実施 

  上半期（４～９月）終了及び年度終了後に調達改善計画の実施状況を取り

まとめ，それぞれについて自己評価を実施し，自己評価結果をその後の調達

改善の取組や調達改善計画の策定に反映させるものとする。 

 

７．推進体制等 

項目 取組内容 

推進体制 調達改善計画の策定，自己評価の実施等，調達改善を推進する

ため，官房総括審議官をトップとする調達改善推進チームを設置

する。 

外部有識者の活用 取組の推進に当たっては公正取引委員会契約監視委員会各委

員の意見を活用する。 

内部監査の活用 毎年度実施している会計事務監査における監査項目として，調

達改善計画の進捗状況を設定し，調達改善計画の検証や評価を行

う。 

 

８．その他 

  調達改善計画に関する取組状況等については，公正取引委員会のホームペ

ージにて公表するものとする。 

以上 


